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平成２５年度普通会計決算の概要について 

 

 「普通会計」とは、総務省が行っている「地方財政状況調査」上、全国統一的に用いられる

会計区分であり、これにより、全国各市町村との財政比較や統一的な掌握が可能となります。 

宜野湾市の普通会計は、一般会計と区画整理事業特別会計が調製され、純計された会計とな

っています。 

 

平成２５年度の本市における普通会計の決算規模は歳入総額４２，２６２，１５８千円、歳

出総額４０，７３９，８７５千円となっています。また平成２４年度の普通会計決算額と比較

すると、歳入で７，２５３，９１２千円の増（２０．７％）、歳出で７，２５２，８３７千円

の増（２１．７％）となっています。 

 

  歳入科目の対前年度比較では、地方税（市税）は全体として５０６，６２５千円の増（５．

３％）となっており、その内訳として、市民税１６３，２９６千円の増（４．２％）、固定資

産税２４５，０９２千円の増（５．１％）、軽自動車税７，５３２千円の増（３．２％）、市

町村たばこ税９０，８１７千円の増（１４．９％）、入湯税１１２千円の減（△３．４％）と

いう状況です。 

 

配当割交付金は、７，９０２千円の増（１０６．３％）、株式等譲渡所得割交付金２３，２

３８千円の増（１１８８．６％）等大幅に伸びがあり、地方特例交付金については、７３６千

円の増（３．６％）という状況です。地方譲与税は、今年度も５，４５５千円の減（△３．６

％）、利子割交付金は、２５，５６２千円の減（△５４．３％）、地方消費税交付金は、７，

７６７千円の減（△１．２％）、自動車取得税交付金については、２００千円の減（△０．６

％）という状況です。 

 

地方交付税は２０３，７７９千円の減（△３．６％）で、うち普通交付税は１８１，６４１

千円の減（△３．６％）で、特別交付税は２２，１３８千円の減（△３．７％）となっていま

す。また、交通安全対策特別交付金は５９４千円の減（△４．１％）、分担金及び負担金は保

育所（園）保護者負担金の増により２５，５３０千円の増（６．６％）、使用料は、３８，８

６７千円の減（△１４．７％）、手数料は３，７１３千円の増（２．０％）となっています。 

また国庫支出金は、１，１９７，９７５千円（１６．６％）の大幅な増で、うち普通建設事
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業費支出金４６７，０２６千円の大幅な増（４０．４％）となっています。その大きな要因と

しては、はごろも小学校校舎新築事業費３５９，２５１千円の増（８１．３％）、真志喜中学

校屋内運動場・武道場増改築事業費１５５，２２５千円の増（２６４．３％）があります。そ

のほか、生活保護費も昨今の経済不況により３０９，７０７千円の増（１３．１％）などの影

響も挙げられます。 

 

国有提供施設等所在市町村助成交付金は２７，１３４千円の増（５．１％）、県支出金は、

沖縄振興公共投資交付金３０８，１３５千円の増（３７．４％）、沖縄振興特別推進交付金１，

７４２，１０８千円の増（１１７．９％）大幅な増であります。その主な要因としては、はご

ろも幼稚園園舎新築事業費１５６，５２０千円の増（皆増）、嘉数小屋内運動場増改築事業費

１３７，２４６千円の増（３５６．５％）、大山７号道路改良事業費１８０，２０６千円の増

（１９０．８％）、宜野湾市特定駐留軍用地内土地取得事業基金積立事業２，３５０，６０１

千円の増（７６８．２％）が挙げられます。 

 

財産収入は、基金の債券売却差益金収入等により、５２，１５０千円の増（２７．１％）、

寄付金は一般寄付金の減により、８，５１８千円の減（△７０．６％）となっています。 

 

繰入金は、対前年度比較で退職手当基金繰入金が２５２，０００千円の増、特定駐留軍用地

内土地取得事業基金繰入金が５７５，６１９千円の増、財政調整基金繰入金が１８８，０００

千円の減、土地開発基金繰入金１１４，０００千円の減、水と緑のまちづくり基金廃止による

基金繰入金１００，０００千円の増（皆増）等により８４３，０８４円の増（６２．７％）と

なっています。 

 

繰越金は、一般会計繰越金３３４，１３４千円の増（３０．０％）、諸収入については、７，

０９５千円の減（△３．０％）という状況です。 

 

平成２５年度の地方債は、対前年度と比較すると、はごろも小学校校舎新設事業等の教育関

係事業債１，１６９，７００千円の増、公営住宅事業債２８２，０００千円の減（皆減）、臨

時財政対策債６５，９００千円の増（４．８％）等により、１，６７０，７００千円の増（７

５．３％）となっています。 
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次に、目的別歳出の対前年度比較では、議会費が１０，９４２千円の減（△３．４％）、総

務費が３，８３３，３６７千円の増（９４．４％）、民生費は７８６，０５４千円の増（５．

１％）、衛生費は５６，４９３千円の増（３．３％）、労働費は２７８，７８６千円の増（１

５３．１％）、農林水産業費１２，５１１千円の減（△２４．２％）、商工費２，０６０千円

の減（△１．２％）、土木費６１，１０８千円の増（１．９％）、消防費１３３，１７１千円

の増（１９．０％）、教育費２，０８９，０１５千円の増（４１．４％）、災害復旧費０円、

公債費４０，３５６千円の増（１．６％）となっています。 

 

また、性質別歳出の対前年度比較では、人件費１２５，７１０千円の増（２．８％）、扶助

費４４７，８５６千円の増（４．２％）、公債費４０，３５６千円の増（１．６％）、普通建

設事業費は３，１２８，１８１千円の増（５９．９％）、うち補助事業費２，３６２，９０４

千円の増（５０．８％）、うち単独事業費７６５，２７７千円の増（１３３．２％）となって

います。災害復旧事業費０円、物件費３５９，８７２千円の増（８．７％）、維持補修費９，

８２３千円の増（９．１％）、補助費等７９，４２１千円の増（５．０％）、積立金３，０１

２，５７３千円の増（２８８．１％）、投資及び出資金０千円、貸付金０千円、繰出金４９，

０４５千円の増（１．４％）という状況です。 

 

  決算収支でみると、形式収支１，５２２，２８３千円、実質収支１，３９４，４０２千円と

なっています。財政指標は、実質収支比率は８．２％(対前年度比２．４％増)、財政構造の弾

力性を示す経常収支比率は、８５．９％（対前年度比２．０％減）となっています。また、公

債費負担比率は１２．０％（対前年比増減無し）という状況です。 

 

 

普通会計決算の各財政指標について 

 

１．財政力指数について 

 「財政力指数」とは、地方交付税法の規定により算定した基準財政収入額を基準財

政需要額で除して得た数値の過去３ヵ年間の平均値をいい、「地方公共団体の財政力

を示す指数」として用いられます。財政力指数は「１」に近くあるいは「１」を超えるほど

財源に余裕があると見なされる指標です。本市の場合、過去３ヵ年の単年度数値は、平成２３

年度０．６１７、平成２４年度０．６０９、平成２５年度０．６２５で３ヵ年平均の平成２５
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年度財政力指数は、「０．６１７」で前年度に比べ０．００３の増となっています。 

平成２５年度決算での県内各市の状況は、県内１１市平均が０．４９であり、宜野湾市（０．

６２）は、那覇市（０.７４）、浦添市（０．７２）に次ぐ３番目の指数という状況です。 

（決算資料１２・１４・２６・２７・３０ページ参照） 

 

２．実質収支比率について 

 「実質収支比率」とは、地方公共団体の一般財源の標準規模を示す「標準財政規模」に対す

る「実質収支額の割合」を示す指標で、黒字の場合、おおむね３～５％が望ましいとされてい

ます。平成２５年度の宜野湾市の実質収支額は、１，３９４，４０２千円であり、対前年度比

較（単年度収支）で４３６，３０６千円の増（４５．５％）となっています。また、平成２５

年度の標準財政規模は、１６，９８５，３５９千円で対前年度比較３４８，７４７千円の増（２．

１％）であり、平成２５年度決算での本市実質収支比率は８．２％で、前年度と比べると２．

５％の増（改善）となっています。 

 県内各市の状況は、実質収支比率の県内１１市平均が６．７％であり、宜野湾市（８．２％）

は宮古島市（１１．３％）、南城市（９．８％）、名護市（９．０％）に次ぐ４番目の指数と

いう状況です。 

（決算資料１２・２６・２７・３１ページ参照）    

 

３．経常収支比率について 

 経常収支比率は、財政構造の弾力性を測定する指標として使われ、人件費、扶助費、公債費

等の経常的な経費に、地方税、地方交付税、地方譲与税等の経常的な一般財源がどの程度充当

されたかをみる指標で、この比率が低い程、投資的経費に充当できる一般財源に余裕があり、

財政構造が弾力性に富んでいると言われています。 

平成２５年度の普通会計決算では、８５．９％（減収補てん債特例分、臨時財政対策債を含

めた場合）となっており、対前年度比で２．０％の減となっています。 

経常収支比率が減となった主な要因は、「経常的な経費」のうち、対前年度比で、維持補修

費が０．１％の増となったものの、人件費が０．５％、物件費が１．０％、扶助費が１．１％、

補助費等０．９％、減となったこと、経常一般財源である地方税の５．０％増が起因します。 

 平成２５年度決算での県内各市の状況は、県内１１市平均が８６．４％であり、宜野湾市（８

５．９％）は、南城市（８０．３％）、沖縄市（８２．０％）、宮古島市（８３．２％）、う

るま市（８５．５％）に次ぐ５番目の指数という状況です。 
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（決算資料１３・１９・２６・２７・３０ページ参照） 

健全な財政運営を図っていく上からも適正数値の７５％～８０％を目標に、更なる努力が必

要であり、徹底した経常経費の歳出縮減はもちろんのこと、普通交付税や臨時財政対策債等の

依存財源に頼らない、市税を中心とした自主財源の経常的な歳入の増額確保を強化していくこ

とが重要となっています。 

 

４．実質公債費比率について 

  地方債の発行に伴う、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を

基本とした額に対する比率で、許可制だった地方債の発行が平成１８年度から協議制となった

ことに伴い、それまでの起債制限比率では計算されない公営企業の元利償還金への一般会計か

らの繰出し等が反映され、自治体の実質的な財政の明確化、透明化等が図られる実質公債比率

が導入されました。この比率が１８％以上で地方債発行に国の許可が必要となり、２５％以上

で単独事業の地方債が発行できません。平成２５年度の宜野湾市の実質公債費比率は９．２％

で前年度より０．２％減（改善）となっています。また実質公債費比率は、平成１９年度から

財政健全化判断比率の一つの指標として算定されています。経常収支比率とともに財政構造の

弾力性をみる上で重要な指標とされるものです。地方債はある程度活用することは、止むをえ

ないものではありますが、後年度の財政負担とならないよう計画的な地方債発行を行う必要が

あります。 

 平成２５年度決算の県内各市との比較では、県内１１市平均で９．６％であり、宜野湾市（９．

２％）は、名護市（６．７％）、南城市（７．０％）、宮古島市（８．２％）、沖縄市（８．

７％）に次ぐ５番目の数値となっています。 

（決算資料１３・２６・２７・３１ページ参照）  

 

５．地方債現在高について 

 平成２５年度決算額における地方債現在高は、３０，２３８，０５９千円で対前年度に比べ

１，７４０，６１２千円の増（６．１％）となっています。地方債現在高の増加は、公債費比

率の上昇とも関係し、このまま増加推移していくと財政構造の弾力性は失われ、将来的な負担

増につながります。公債費の償還計画では今後も公債費の増加が予測されています。 

公債費の抑制にあたっては、起債を必要とする新規事業の採択を厳選すること、また、起債

の活用を行わず事業費の確保を図る必要もあることから、市税や手数料等、更なる自主財源の

確保対策が必要となっています。 
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  平成２５年度決算の県内各市の状況において、宜野湾市の地方債現在高（３０，２３８，０

５９千円）は、那覇市（１３８，４６６，９９４千円）、うるま市（４８，２３０，８２５千

円）、浦添市（３６，２６３，７０２千円）、沖縄市（３５，６４２，３２２千円）、宮古島

市（３５，０８３，７２８千円）に次ぐ６番目の額となっています。 

（決算資料２２・２６・２７ページ参照）  

 

６．債務負担行為額について 

 債務負担行為は、歳出予算の金額、継続費の総額又は繰越明許費の金額の範囲内におけるも

のを除くほか、地方公共団体が債務を負担する行為につき、その行為の内容として定めておく

ものであり、予算の一部を構成するものです。 

平成２５年度決算では、平成２６年度以降、債務負担行為により支出が見込まれている経費

は、６，２３９，５８５千円で対前年度比１６．２％の増となっています。主な要因としては、

伊佐・伊利原市営住宅建替事業、新設給食センター建設事業、（仮）伊利原老人福祉センター

整備事業等に伴う増によるものです。 

  平成２５年度決算での県内各市との比較については、宜野湾市の債務負担行為額（６，２３

９，５８５千円）は、那覇市（１６，２８６，７３７千円）に次ぐ２番目の額となっています。 

（決算資料２２・２６・２７ページ参照）  

 

 

地方交付税について 

 

 国税のうち、所得税、法人税、酒税、消費税、たばこ税の一定割合額を国が地方公共団体に

対して交付する税で、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住んでいても一定

の行政サービスを提供できるよう財源を保障するためのものです。地方交付税には、普通交付

税と特別交付税があります。 

 

  普通交付税 

    普通交付税は、基準財政需要額が基準財政収入額を超える地方公共団体に対して、その 

差額（財源不足額）を補てんするため交付されます。 
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基準財政需要額 － 基準財政収入額 ＝ 財源不足額 ＝ 普通交付税 

 

  （１）「基準財政需要額」とは、各地方公共団体の実績による経費の支出ではなく、地方交

付税制度上、各地方団体の財政需要を合理的に測定するために一定の算式で算定した額

です。（標準的な行政運営を行うために必要な一般財源所要額） 

  （２）「基準財政収入額」とは、地方交付税制度上、各地方公共団体の財政力を合理的に測

定するために、標準的な状態において徴収が見込まれる税収入等を一定の方法によって

算定した額です。 

  平成２５年度の交付額は、４，８７１，３５４千円で、前年度に比べ１８１，６４１千円

の減（３．６％）であり、歳入総額に占める割合は、１１．５％で対前年度２．９％の減と

なっています。 

  基準財政需要額は、１３，０６８，８６７千円で前年度に比べ１５４，９６８千円の増（１．

２％）であり、基準財政収入額は、８，１７４，５１９千円で前年に比べ３１３，６１５千

円の増（４．０％）となっております。 

（決算資料１４・２５・２６・２７・３０ページ参照）  

 

特別交付税 

特別交付税は、普通交付税の基準財政需要額や基準財政収入額の算定では反映することの

できなかった特別の要因に対して交付されます。平成２５年度の交付額は、５７３，０５４

千円で、前年度に比べ２２，１３７千円の減（３．７％）であり、歳入総額に占める割合は、

１．４％で対前年度比０．３％の減となっています。（決算資料２５ページ参照）  

 

 

目的別経費の決算状況について 

 

１．議会費については、対前年度比１０，９４２千円の減（△３．４％）となっています。 

議員報酬事業１１，６１１千円の減等が主な要因となっています。 

 

２. 総務費については、対前年度比３，８３３，３６７千円の増（９４．４％）となっていま

す。宜野湾市特定駐留軍用地内土地取得事業基金積立事業２，９４５，０２９千円の増、基

地返還跡地転用推進事業５７５，６１１千円の増等が主な要因となっています。 
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３．民生費については、対前年度比７８６，０５４千円の増（５．１％）となっています。主

な要因としては、介護給付費等事業２２１，８４４千円の増、保育所児童措置事業（私立）

１３４，３３２千円の増、認可保育園施設整備事業３２４，２４１千円の増等が主な要因と

なっています。 

 

４．衛生費については、対前年度比５６，４９３千円の増（３．３％）となっています。主な

要因としては、倉浜衛生施設組合処理負担金事業５７，７７０千円増等が主な要因となって

います。 

 

５．労働費については、対前年度比２７８，７８６千円の増（１５３．１％）となっています。

主な要因は、企業支援型地域雇用創造事業（補助）の２９，６２４千円の皆増、重点分野雇

用創出事業（補助）１１０，７１１千円の増、震災等緊急雇用対応事業（補助）１３９，８

２０千円の増等によるものです。 

 

６．農林水産業費については、対前年度比１２，５１１千円の減（△２４．２％）となってい

ます。主な要因としては、大山田いも栽培地区振興事業１，４７０千円の皆減、職員給与８，

２８１千円の減等によるものです。 

 

７．商工費については、対前年度比２，０６０千円の減（△１．２％）となっています。主な

要因は、宜野湾市産業振興計画策定事業６，４６８千円の増、消費者行政活性化事業２，５

３８千円の増等はあるものの、情報産業振興施設管理事業１５，２９０千円の減によるもの

です。 

 

８．土木費については、対前年度比６１，１０８千円の増（１．９％）となっています。主な

要因として、真栄原９号道路改良事業３０７，９６８千円の増、大山７号道路改良事業２０

３，３２５千円の増、公園施設管理運営事業５３，３５０千円の増等によるものです。 

 

９．消防費については、対前年度比１３３，１７１千円の増（１９．０％）となっています。

主な要因は、消防自動車購入事業６４，８２８千円の増、救急業務高度化資機材緊急整備事

業３３，２１５千円の皆増等によるものです。 
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１０．教育費については、対前年度比２，０８９，０１５千円の増（４１．４％）となってい

ます。主な要因としては、はごろも小学校（校舎・プール・地域連携）新築事業（補助）１，

６２２，１６２千円の増、はごろも小学校屋外教育環境整備事業（補助）２２０，１７６千

円、はごろも小学校屋内運動場新築事業（補助）３１１，３８８千円の増、小学校給食費助

成事業１２２，６２１千円の増等によるものです。 

 

１１．災害復旧費については、前年度、今年度とも予算執行はありません。 

 

１２．公債費については、対前年度比４０，３５６千円の増（１．６％）となっています。要

因については、地方債元金償還事業６９，５９５千円の増、地方債利子償還事業２９，０４

３千円の減によるものです。なお、当市は今回普通会計決算においては、借換債による一括

償還分や、企業会計債償還分等は公債費に含めないものとされています。 

（決算資料１７・２４ページ参照） 

 

 

性質別経費の決算状況について 

 

  歳出経費を性質別に、「義務的経費」、「投資的経費」、「その他の経費」に分類し構成比

を見ることにより、財政運営の健全性や弾力性を図り知ることができるとされています。すな

わち、「義務的経費」である人件費や扶助費、公債費の歳出総額に占める割合が低く、「投資

的経費」である普通建設事業費等の割合が高ければ高いほど弾力性があり、より健全な財政状

況にあるといわれています。 

  平成２５年度決算における性質別経費の状況を対前年度と比較しますと、「義務的経費」で

ある、人件費の割合は１１．３％で対前年度比△２．１％減、扶助費は２７．３％で対前年度

比△４．６％減、公債費は６．４％で対前年度比△１．２％減となり、人件費・扶助費・公債

費の合計額の歳出総額に占める割合は４５．０％で、対前年度比△７．９％減となっています。 

一方、「投資的経費」である普通建設事業費のうち、補助事業費の歳出総額に占める割合は

１７．２％で、はごろも小学校関連事業、伊佐・伊利原市営住宅建替事業（補助）等の減はあ

るものの、はごろも小学校（校舎・プール・地域連携）新築事業（補助）、真志喜中学校屋内

運動場・武道場増改築事業などの増により対前年度比３．３％増となっています。また、単独
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事業費の占める割合は３．３％で、基地返還土地転用推進事業、はごろも小学校備品購入事業、

はごろも幼稚園備品購入事業等の皆増により、対前年度比１．６％増となっています。歳出総

額に占める投資的経費の全体の割合は２０．５％で前年度と比べ４．９％増となっている状況

です。 

「その他の経費」の歳出総額に占める割合は、３４．５％で前年度と比べ３．０％増加して

います。これは、物件費、補助費、積立金、繰出金の増が大きく、重点分野雇用創出事業（補

助）、小学校給食費助成事業、倉浜衛生施設組合処理負担金事業、宜野湾市特定駐留軍用地内

土地取得事業基金積立事業、後期高齢者医療事業増等が増の要因として挙げられます。中でも

宜野湾市特定駐留軍用地内土地取得事業基金積立事業が西普天間地区対応のため突出して、増

加しており、構成比としては対前年度比３．０％の増となっているものです。 

（決算資料１８・２９ページ参照） 

 

 

総 括 

 

  平成２５年度普通会計決算における本市の決算状況は、前年度と比較すると、歳入・歳

出決算額とも増額となっています。 

財政運営の健全性や弾力性を図る各指標の状況からも分かるとおり、実質収支比率は８．

２％で、２．４％上昇しています。また平成１９年に制定された「地方公共団体の財政の

健全化に関する法律」に基づく財政健全化判断比率においても、実質赤字比率や連結実質

赤字比率はなく、実質公債比率も基準値内の９．２％、将来負担比率も同様に７２．３％

となっています。 

一方、投資的経費に充当できる状態を示す指標である経常収支比率は８５．９％で、前

年度に比べ２．０％減少しており、退職手当額の影響による人件費の増、継続的な景気の

落込みなどの影響を受けた社会保障関係費（扶助費）の増、繰出金への充当一般財源の増

などがあるものの、経常一般財源である地方税が大幅に伸びたこと等が大きな要因と言え

ます。 

 市民のニーズに十分に対応する行政運営に取り組むためには、依存財源に左右されな

い安定した歳入の確保が重要であり、特に自主財源である市税の税収確保が第一の課題で

す。国は、｢国力の源泉である強い経済の再生なくして、財政の再建も、日本の将来もない｣

との信念の下、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する｢３本の矢｣効果
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もあり日本経済は着実に上向いているところですが、十分地方、沖縄までその効果が波及

しているかどうか状況を見極める必要があります。今後も経済情勢を注視しながら、徴収

率の向上に向けた取組みを図っていくとともに、他の自主財源についても、受益者負担を

原則として使用料、手数料、負担金等の見直しを適正に行う必要があります。行財政改革

推進本部の下に使用料・手数料見直し、事業見直し専門部会の設置、さらに定員適正化計

画に伴う定員削減等による人件費の抑制や、歳出の執行にあたっても、基本計画に沿った

事業執行と予算編成、事業のスクラップアンドビルドを今後も積極的に行い、無理・無駄

を省く効率的な行政運営が必要となっています。 


